
○ 有期労働契約が更新により通算５年を超えた場合には、労働者の申込みにより、無期転換できるが
（無期転換ルール、労働契約法第18条）、大学等、研究開発法人等の研究者、技術者及び研究開発等に
係る運営管理業務の従事者（URA等）、教員等については、「科学技術・イノベーション創出の活性化
に関する法律（科技イノベ活性化法）」（※）及び「大学の教員等の任期に関する法律」において、無
期転換の申込みができるまでの期間を、通算10年とする特例が定められている。
（※）旧名：研究開発システムの改革の推進等による研究開発能力の強化及び研究開発等の効率的推進等に関する法律

大学、研究開発法人等の研究者等に対する無期転換ルールの特例について

① 研究者等であって、研究開発法人・大学等と有期労働契約を締結した者 （研究者及び技術者（研究開発の補助を行う人材を含む））
② 研究開発等に係る企画立案、資金の確保等の運営管理業務の従事者であって、研究開発法人・大学等と有期労働契約を締結した者

（URA等）
③ 共同研究開発等の業務に専ら従事する研究者等であって、当該開発等を行う試験研究機関等・研究開発法人・大学等以外の者と有期

労働契約を締結した者
④ 共同研究開発等の運営管理業務に専ら従事する者であって、当該開発等を行う試験研究機関等・研究開発法人・大学等以外の者と有

期労働契約を締結した者
⑤ 大学の教員等の任期に関する法律に基づく任期の定めがある労働契約を締結した教員等

【契約期間が１年の場合の例】
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※通常は５年

【特例の対象者】 ※①～④：科学技術・イノベーション創出の活性化に関する法律、⑤：大学の教員等の任期に関する法律

【対象となる大学、研究開発法人、試験研究機関等】
＜大学等＞

※大学と以下の大学共同利用機関

○人間文化研究機構
・国立歴史民俗博物館

・国立国語研究所 等

○自然科学研究機構

・国立天文台

・基礎生物学研究所 等

○高エネルギー加速器研究機構

・素粒子原子核研究所 等

○情報・システム研究機構

・統計数理研究所 等

＜研究開発法人＞※全て独立行政法人。

・日本医療研究開発機構

・情報通信研究機構
・酒類総合研究所

・国立特別支援教育総合研究所

・国立科学博物館
・物質・材料研究機構

・防災科学技術研究所

・量子科学技術研究開発機構
・科学技術振興機構

・日本学術振興会

・理化学研究所
・宇宙航空研究開発機構

・海洋研究開発機構

・日本原子力研究開発機構
・労働者健康安全機構

・医薬基盤・健康・栄養研究所

・国立がん研究センター
・国立循環器病研究センター

・国立精神・神経医療研究センター

・国立国際医療研究センター
・国立成育医療研究センター

・国立長寿医療研究センター

・農業・食品産業技術総合研究機構
・国際農林水産業研究センター

・森林研究・整備機構

・水産研究・教育機構
・経済産業研究所

・産業技術総合研究所

・石油天然ガス・金属鉱物資源機構
・新エネルギー・産業技術総合開発機構

・土木研究所

・建築研究所
・海上・港湾・航空技術研究所

・自動車技術総合機構

・国立環境研究所
・環境再生保全機構

＜試験研究機関等＞
・経済社会総合研究所
・科学警察研究所
・国立教育政策研究所
・科学技術・学術政策研究所
・国立医薬品食品衛生研究所
・国立保健医療科学院
・国立社会保障・人口問題研究所
・国立感染症研究所
・動物医薬品検査所
・農林水産政策研究所
・国土技術政策総合研究所
・気象研究所 ・高層気象台
・地磁気観測所 ・環境調査研修所
・消防大学校 ・法務総合研究所

・国立障害者
リハビリテーションセンター

・国土地理院
・気象大学校 ・海上保安大学校
・防衛装備庁航空装備研究所

陸上装備研究所
艦艇装備研究所
次世代装備研究所
千歳/下北/岐阜試験場

・防衛研究所 ・自衛隊中央病院
・防衛大学校 ・防衛医科大学校
・（独）農林水産消費安全技術センター
・（独）製品評価技術基盤機構
・（独）国立印刷局

※研究開発法人、試験研究機関等は、科技イノベ活性化法及び同法施行令において限定列挙されている。
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●「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査」（令和４年度）結果（概要）について

大学等及び研究開発法人の研究者、教員等について無期転換申込権発生までの期間（原則）５年を10年とする労働契約法の特例の対象者に
関して、令和５年４月１日以降、本格的な無期転換申込権の発生が見込まれることを踏まえ、当該特例等に関する実態把握のための調査を実施。

【概要】
（１）調査期日： 令和４年９月１日時点 ※一部の項目については令和５年１月時点の状況を再調査
（２）調査対象： ＜機関調査＞ 国立大学、公立大学、私立大学、大学共同利用機関法人、研究 開発法人 全846機関 （うち681機関回答）

＜研究者・教員等調査＞ 大学等及び研究開発法人の研究者、教員等に対する労働契約法の特例が適用されている方

主な調査結果（及び現時点での考察）

機関からの回答において、2022年度末で通算契約期間10年を迎える者（12,137人）について、2023年度以降も有期
労働契約を継続するもしくは継続の可能性がある者（継続の場合、労働者に無期転換申込権が発生）が5,424人
（44.7％）、未定の者が4,997人（41.2%）等となった。

調査に回答のあった機関中、特例対象者に対し特例の対象となる旨を伝えている機関は、今後早期に伝える予定として
いる機関も含め432機関（88.5%）、特例対象者に対し制度の概要や無期転換申込手順を伝えている機関は、今後早期
に伝える予定としている機関も含め416機関（85.2%）となった。（令和５年１月の追加調査結果も含む）

研究者、教員等への調査の結果については、回答が任意であるため約6,900人からの回答となったが、その範囲におい
て、無期転換を希望する者が3,814人であった。

令和４年９月１日時点での調査であり、確たる回答が難しかったとも考えられるものの、今後の雇用契約の見通しが
未定の者について、状況のフォローアップと適切な対応が必要である。また、令和５年４月以降に無期転換申込権が
発生する（可能性を含む）者については、所属機関において労働関係法令に則り適切に対応いただく必要がある。

当省からも、特例対象者と有期労働契約を締結する場合には相手方に特例の内容を説明するなどの適切な運用を行う
よう随時依頼してきたところであるが、引き続き、特例対象者に対して適切に説明を行うことが求められる。

無期転換を希望する者が一定人数存在していることも踏まえ、各機関において、労働関係法令に則り、適切に対応い
ただく必要がある。

※令和５年２月７日公表
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「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査」調査結果の概要 

 

Ⅰ．機関調査結果 

１．特例対象者の概要 

  

図１ 回答機関全体の労働者数の内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２ 特例対象者の人数 

・回答機関全体の労働者 653,597人のうち、無期労働契約者は 341,603人(52.3%)、有期労働契約者

は 311,994人(47.7%)、うち特例対象者(※1)は 99,776人(15.3%)。（図１） 

・回答機関全体で特例対象者は 99,776人であり、特例対象者のうち教員等が 72,638人(72.8%)。（図

２） 

・特例対象者の所属は、私立大学が 46,197人(46.3%)、国立大学が 37,848人(37.9%)、研究開発法人

が 8,109人(8.1%)、公立大学が 5,805人(5.8%)。（図２） 

・特例対象者のうち、2022年度末で通算契約期間(※2)10年を迎える者は 12,137人(12.2%)。（図

３） 

・2022年度末で通算契約期間 10年を迎える特例対象者の所属は、私立大学が 7,265人(59.9%)、国

立大学が 2,673人(22.0%)、研究開発法人が 1,278人(10.5%)、公立大学が 730人(6.0%)。（図３） 

図３ 特例対象者のうち 2022年度末で通算契約期間 10年を迎える者の人数 

 ※1:以下(1)(2)(3)のいずれかを満たし、無期転換申込権発生までの期間を 10 年とする特例が適用される者 （調査時点での通算契約期間が５年未満の者も含む） 

(1) 研究者等であって研究開発法人又は大学等を設置する者との間で期間の定めのある労働契約を締結した者 

(2) 研究開発等に係る企画立案、資金の確保並びに知的財産権の取得及び活用その他の研究開発等に係る運営及び管理に係る業務（専門的な知識及び能力を必

要とするものに限る。）に従事する者であって研究開発法人又は大学等を設置する者との間で有期労働契約を締結した者 

(3) 大学の教員等の任期に関する法律（任期法）に基づく任期の定めがある労働契約を締結した教員等 

※2:2013 年４月１日以降に開始した契約の 2022 年度末時点における通算期間（2022 年度末まで雇用契約を継続すると仮定しての通算期間） 
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 ２．特例対象者に対する機関の対応 

 

図４ 特例対象者のうち 2022年度末で通算契約期間 10年を迎える者の今後の雇用契約の見通し別の人数 

 

（回答項目全文） 

 

 

 

 

 

 

 
 

（機関種別人数データ） 

・2022年９月１日時点において、2022年度末で通算契約期間 10年を迎える特例対象者について、

「2023年度以降も有期労働契約を継続するもしくは継続の可能性がある」者（無期転換申込権が発生

するもしくはその可能性がある者）が 5,424人（44.7%）、「未定」の者が 4,997人（41.2%）。（図４） 

・雇用契約の上限等に基づき 2022年度中に雇用契約を終了し、その後雇用契約を結ぶ予定はない者に

ついてその理由は、「定期的に人材を入れ換えることで、より良い教育・研究環境を構築したいから」

と回答した機関が 43機関（52.4%）、「当該労働者が従事するプロジェクト等が終了したから」と回答

した機関が 21機関（25.6%）。（図５）※複数回答可 

・2022年９月１日時点においては、労働契約締結時に労働者に対し特例対象者となるか必ず伝えている

機関が 218機関（44.7%）、伝えている場合と伝えていない場合がある機関が 68機関（13.9%)、伝え

ていない機関が 202機関（41.4％）。また、特例対象者に対し特例の制度概要や無期転換申込手順を必

ず伝えている機関が 193機関（39.5%）、伝えている場合と伝えていない場合がある機関が 82機関（

16.8%）、伝えていない機関が 213機関（43.6％）。 

さらに、伝えていない場合がある機関に対し令和５年１月に追加調査を行ったところ、特例対象者に

対し特例の対象となる旨を既に伝えている機関が 51機関（10.5%）、今後早期に伝えるよう対応を予

定している機関が 163機関（33.4%）であり、令和４年９月１日時点で必ず伝えている機関とあわせ

ると 432機関（88.5%）、特例対象者に対し制度の概要や無期転換申込手順を既に伝えている機関が

49機関（10.0%）、今後早期に伝えるよう対応を予定している機関が 174機関（35.7%）であり、令和

４年９月１日時点で必ず伝えている機関とあわせると 416機関（85.2%）（図６） 

・無期転換ルール以外で有期契約労働者を無期転換する独自の制度や慣行が存在する機関が 194機関

（28.5%）。（図７） 

 

 

図５ 2022年度末で通算契約期間 10年を迎える特例対象者のうち、雇用期間の上限等に基づき 2022年

度中に雇用契約を終了し、その後雇用契約を結ぶ予定はない者について、その理由（複数回答可） 

 

（回答項目全文） 

 

 

 

（機関種別人数データ） 
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図６ 労働者に対する説明状況 

 

 

図７ 無期転換ルール以外で有期契約労働者を無期転換する独自の仕組みの有無 

 

 

Ⅱ．研究者・教員等調査結果 

 １．回答者の認識 

 

図８ 回答者自身が特例対象者か否かについて 

 

（機関種別人数データ） 

 

 

・回答者数は 6,873人であった。（※機関調査によれば、回答機関における特例対象者の合計は

99,776人） 

・自分が特例対象者であると回答した者が 4,558人、特例対象者か分からないと回答した者が 2,315

人。（図８） 
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２．無期転換ルールの特例に関する知識 

 

図９ 無期転換ルールの特例に関して回答者自身が知っていること（複数回答可） 

（回答項目全文） 

 

（人数データ） 

 

 

・無期転換ルールの特例について、特例により無期転換申込権が通算契約期間５年ではなく 10年で

発生することを把握している者は 2,763人、何も知らない・聞いたことがない者は 2,263人。（図

９）※複数回答可 

 

 ３．無期転換に関わる意向 

 

図１０ 現在の所属機関における無期転換に関わる回答者自身の意向 

 

 

・現在の所属機関における無期転換を希望する者が 3,814人、無期転換を希望せず他機関に移りたい

者は 574人、現在の所属機関で有期雇用を継続したい者は 424人、「分からない」と回答した者が

1,741人。（図１０）  
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●大学等及び研究開発法人の研究者、教員等に対する労働契約法の特例に関する対応について

■貴法人における無期転換ルールの円滑な運用について（依頼）（令和４年11月７日付４文科科第556号）

令和５年４月１日以降、特例対象者について本格的な無期転換申込権の発生が見込まれることを踏まえ、関係機関において特例の適切な運用に向
けて万全を期していただくよう改めて依頼。※各機関における取組の参考として、研究者、教員等の雇用状況の改善に向けた取組例等（※）を添付

■貴法人における無期転換ルールの適切な運用について（依頼）（令和５年２月７日付４文科科第664号）

「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査」（令和４年度）の調査結果を踏まえ、関係機関において特例の適切な運用に努めていただくよう
改めて依頼。※各機関における取組の参考として、特例対象者に対するキャリアサポートに係る取組例（※）を記載

（ポイント）

・無期転換ルールの適用を意図的に避けることを目的とした雇止め等を行うことは労働契約法の趣旨に照らして望ましいものではないことに留意
し、各部局や法人内における10年特例の適切な運用に向けた対応を改めて促すこと

・令和４年度末以降の雇用契約の見通しについて、組織全体として、引き続き状況把握に努めるとともに、現在見通しが未定の者がいるような
場合などには、できるだけ早期に説明・相談を行うこと

・特例対象者に対し、相手方が特例対象者となる旨等の説明を適切に行うこと

※令和５年４月以降の各機関の対応状況を把握するため、フォローアップ調査を実施する予定。

（※）特例対象者に対するキャリアサポートに係る取組例 （「研究者・教員等の雇用状況等に関する調査」回答より）
・全有期労働契約者の無期転換権の発生日、発生状況及び無期転換権の申し込み状況を一元的に管理
・雇用契約を終了する場合、今後のキャリアについて面談を実施
・適性適職診断の実施
・機関内のホームページにおいて他機関の公募情報を掲載
・転出支援セミナーや個別転職相談会の開催

（※）研究者、教員等の雇用状況の改善に向けた取組例等（抜粋）
＜研究者育成支援に関する取組例＞
○ 有期雇用の若手研究者の雇用安定化及び人材育成等に取り組む部局に対して支援金を配分している
○ ポストの都合で「教授」への採用等が見送られることがないよう部局の「准教授」ポストを一定期間「教授」にアップシフトして人件費の差額分
を大学本部が負担し、一定期間終了後は、当該部局における本来の「教授」の採用可能数に切り替える等の運用としている

○ 雇用財源に外部資金（競争的研究費、共同研究費、寄附金等）を活用することで捻出された学内財源を若手ポスト増設や研究支援体制の整備など
に充てている

＜無期転換に関する取組例（周知等）＞
○ 被雇用者への無期転換ルール説明に加え、労働条件通知書自体でも無期転換ルールを説明、特例対象者適用の有無も個別に明記している
○ 無期転換ルールに関するe-ラーニングの受講を雇用責任者全員に義務付けている
○ URAは通算契約期間5年で法定の10年よりも早期に無期転換可能にしている
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